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預金・譲渡性預金残高 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期末 2018年9月期末

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 94,431 40.60 98,281 41.76
定 期 性 預 金 137,603 59.15 135,657 57.64

う ち 固 定 金 利 定 期 預 金 136,054 58.48 134,255 57.04
う ち 変 動 金 利 定 期 預 金 5 0.00 3 0.00

そ の 他 590 0.25 1,409 0.60
合 計 232,625 100.00 235,348 100.00

譲 渡 性 預 金 ─ ─ ― ―
総 合 計 232,625 100.00 235,348 100.00

　
預金・譲渡性預金平均残高 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期 2018年9月期

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 95,428 40.82 98,535 42.06
定 期 性 預 金 137,496 58.81 134,850 57.57

う ち 固 定 金 利 定 期 預 金 135,889 58.12 133,389 56.94
う ち 変 動 金 利 定 期 預 金 5 0.00 3 0.00

そ の 他 869 0.37 869 0.37
合 計 233,793 100.00 234,255 100.00

譲 渡 性 預 金 ─ ─ ― ―
総 合 計 233,793 100.00 234,255 100.00

　

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

3．国内業務部門のみ取扱っております。
　
定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円）

期別・種類

期 間

2017年9月期末 2018年9月期末
定 期 預 金 定 期 預 金

うち固定金利
定 期 預 金

うち変動金利
定 期 預 金

うち固定金利
定 期 預 金

うち変動金利
定 期 預 金

３ か 月 未 満 16,227 16,226 1 17,440 17,439 1
３ か 月 以 上 ６ か 月 未 満 23,509 23,508 1 18,091 18,091 0
６ か 月 以 上 １ 年 未 満 48,493 48,490 2 41,850 41,850 ―
１ 年 以 上 ２ 年 未 満 15,515 15,515 0 21,328 21,328 0
２ 年 以 上 ３ 年 未 満 15,827 15,827 0 15,845 15,843 2
３ 年 以 上 15,416 15,416 ─ 18,633 18,633 ―

合 計 134,990 134,985 5 133,190 133,187 3
　

（注）本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。
　
預金者別預金残高 （単位：百万円）

2017年9月期末 2018年9月期末
金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％）

個 人 164,369 70.66 164,301 69.81
法 人 68,255 29.34 71,046 30.19

一 般 法 人 47,445 20.39 48,975 20.81
金 融 295 0.13 411 0.18
公 金 20,514 8.82 21,660 9.20

合 計 232,625 100.00 235,348 100.00
　
財形貯蓄残高 （単位：百万円）

項 目 2017年9月期末 2018年9月期末
財 形 年 金 預 金 76 73
財 形 住 宅 預 金 4 4
一 般 財 形 預 金 406 405

合 計 486 483



事
業
の
概
況

地
域
密
着
型
金
融
の

取
り
組
み
状
況

資
本
金
・
株
式
・
従
業
員

の
状
況

中
間
財
務
諸
表

損
益
の
状
況

営
業
の
状
況

各
種
経
営
指
標

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ（
第
３
の
柱
）

に
基
づ
く
開
示
事
項

営業の状況：貸出

17

貸出金残高 （単位：百万円）

種 類 2017年9月期末 2018年9月期末

手 形 貸 付 8,787 9,938

証 書 貸 付 161,885 161,381

当 座 貸 越 10,507 10,401

割 引 手 形 1,303 1,002

合 計 182,484 182,723

貸出金平均残高 （単位：百万円）

種 類 2017年9月期 2018年9月期

手 形 貸 付 8,682 9,676

証 書 貸 付 163,202 162,959

当 座 貸 越 9,441 9,960

割 引 手 形 1,213 1,051

合 計 182,540 183,647
　

（注）国内業務部門のみ取扱っております。

貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

期別・種類

期 間

2017年9月期末 2018年9月期末

貸 出 金 貸 出 金

うち変動金利 うち固定金利 うち変動金利 うち固定金利

１ 年 以 下 16,273 16,816

１ 年 超 ３ 年 以 下 13,665 3,527 10,137 12,012 3,266 8,746

３ 年 超 ５ 年 以 下 17,410 5,385 12,025 18,529 5,735 12,793

５ 年 超 ７ 年 以 下 13,683 4,743 8,939 16,393 5,526 10,867

７ 年 超 110,943 35,005 75,938 108,570 45,383 63,187

期 間 の 定 め の な い も の 10,507 1,378 9,129 10,401 1,090 9,311

合 計 182,484 182,723
　

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

貸出金使途別残高 （単位：百万円）

区 分
2017年9月期末 2018年9月期末

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％）

設 備 資 金 110,213 60.40 110,898 60.69

運 転 資 金 72,270 39.60 71,825 39.31

合 計 182,484 100.00 182,723 100.00

貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

種 類 2017年9月期末 2018年9月期末

有 価 証 券 ─ 56

債 権 1,453 1,767

商 品 ─ ―

不 動 産 37,751 37,653

そ の 他 ─ ―

計 39,205 39,478

保 証 57,739 54,795

信 用 85,539 88,449

合 計 182,484 182,723

（うち劣後特約付貸出金） （672） （672）

支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

種 類 2017年9月期末 2018年9月期末

有 価 証 券 ─ ―

債 権 10 10

商 品 ─ ―

不 動 産 34 136

そ の 他 ─ ―

計 44 147

保 証 141 ―

信 用 642 537

合 計 829 684
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業種別貸出状況 （単位：百万円）

業 種 別
2017年9月期末 2018年9月期末

貸出金残高 構成比（％） 貸出金残高 構成比（％）
製 造 業 6,411 3.51 6,062 3.32
農 業， 林 業 389 0.21 502 0.27
漁 業 9 0.01 18 0.01
鉱 業， 採 石 業， 砂 利 採 取 業 44 0.02 64 0.04
建 設 業 7,693 4.22 8,900 4.87
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 9,465 5.19 10,405 5.69
情 報 通 信 業 620 0.34 237 0.13
運 輸 業， 郵 便 業 2,337 1.28 2,753 1.51
卸 売 業， 小 売 業 9,151 5.02 9,593 5.25
金 融 業， 保 険 業 2,963 1.62 3,147 1.72
不 動 産 業， 物 品 賃 貸 業 48,927 26.81 50,354 27.56
各 種 サ ー ビ ス 業 24,131 13.22 25,321 13.86
地 方 公 共 団 体 24,088 13.20 21,819 11.94
そ の 他 46,250 25.35 43,540 23.83

合 計 182,484 100.00 182,723 100.00
　
中小企業等に対する貸出金 （単位：百万円）

項 目 2017年9月期末 2018年9月期末

中 小 企 業 等 向 け 貸 出 金
残 高 152,141 154,799
比 率 83.37％ 84.71％

　

（注）中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が
300人（ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

　
消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円）

項 目 2017年9月期末 2018年9月期末
住 宅 ロ ー ン 34,681 31,561
消 費 者 ロ ー ン 11,335 12,416

合 計 46,016 43,977
　
貸出金償却額 （単位：百万円）

項 目 2017年9月期 2018年9月期
貸 出 金 償 却 額 ― ―

　
貸倒引当金明細表 （単位：百万円）

区分 2017年9月期末 2018年3月期 当中間期増加額
当中間期減少額

2018年9月期末 摘 要
目的使用 その他

引
当
金

貸
倒

一 般 貸 倒 引 当 金 1,079 1,636 1,632 ― ※1,636 1,632 ※洗替による取崩額
個 別 貸 倒 引 当 金 2,172 1,459 1,489 ― ※1,459 1,489 〃

合 計 3,252 3,096 3,122 ― 3,096 3,122
　
リスク管理債権額 （単位：百万円）

2017年9月期末 2018年9月期末
破 綻 先 債 権 44 175
延 滞 債 権 5,672 4,101
３ヵ月以上延滞債権 104 103
貸出条件緩和債権 422 442
合 計 6,244 4,822

金融再生法に基づく開示債権額
（単位：百万円）

2017年9月期末 2018年9月期末
破産更生債権及び
これらに準ずる債権 1,467 1,193

危 険 債 権 4,397 3,215
要 管 理 債 権 526 545
小 計 6,391 4,955

正 常 債 権 177,042 178,586
合 計 183,434 183,542

与信債権に占める割合 3.48％ 2.69％

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令

（1965年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金であります。

2．「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

3．「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破
綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申
立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権であります。

3．「要管理債権」とは、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権で、破産更生債権及びこれらに準
ずる債権、危険債権に該当しないものであります。

4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１．から
３．までに掲げる債権以外のものに区分される債権であります。
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保有有価証券残高 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期末 2018年9月期末

構成比(％) うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比(％) うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 4,960 8.00 4,960 ─ 4,919 7.75 4,919 ―
地 方 債 7,389 11.92 7,389 ─ 7,329 11.56 7,329 ―
社 債 24,009 38.71 24,009 ─ 26,340 41.53 26,340 ―
株 式 9,371 15.11 9,371 ─ 9,226 14.55 9,226 ―
そ の 他 の 証 券 16,287 26.26 13,108 3,179 15,609 24.61 12,610 2,999

う ち 外 国 債 券 3,179 3,179 2,999 2,999
う ち 外 国 株 式 ─ ─ ― ―

合 計 62,017 100.00 58,838 3,179 63,425 100.00 60,426 2,999
　

（注）貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。
　

保有有価証券平均残高 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期 2018年9月期

構成比(％) うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比(％) うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 5,636 9.96 5,636 ─ 4,696 7.96 4,696 ―
地 方 債 7,085 12.53 7,085 ─ 7,259 12.30 7,259 ―
社 債 23,010 40.68 23,010 ─ 25,545 43.29 25,545 ―
株 式 6,368 11.26 6,368 ─ 7,122 12.07 7,122 ―
そ の 他 の 証 券 14,463 25.57 11,814 2,649 14,386 24.38 11,188 3,198

う ち 外 国 債 券 2,649 2,649 3,198 3,198
う ち 外 国 株 式 ─ ─ ― ―

合 計 56,564 100.00 53,914 2,649 59,010 100.00 55,812 3,198
　

公共債の引受額 （単位：百万円）
種 類 2017年9月期 2018年9月期

国 債 ― ―
地 方 債 ・ 政 保 債 ― ―

合 計 ― ―

国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売実績 （単位：百万円）
種 類 2017年9月期 2018年9月期

国 債 13 0
地 方 債 ・ 政 保 債 ─ ―

合 計 13 0
証 券 投 資 信 託 858 1,012

（注）額面ベースで記載しております。
　

有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

期別・種類

期 間

2017年9月期末

国 債 地 方 債 社 債 株 式
その他の証券

うち外国債券 うち外国株式
１ 年 以 下 ─ 201 2,165 562 200
１ 年 超 ３ 年 以 下 ─ 62 5,353 1,171 599
３ 年 超 ５ 年 以 下 2,713 1,246 3,960 2,082 741
５ 年 超 ７ 年 以 下 416 4,566 9,023 1,182 786
７ 年 超 10 年 以 下 928 1,113 2,126 6,722 852
10 年 超 901 198 1,379 199 ─
期 間 の 定 め の な い も の ─ ─ ─ 9,371 4,367 ─ ─

合 計 4,960 7,389 24,009 9,371 16,287 3,179 ─
　

（単位：百万円）

期別・種類

期 間

2018年9月期末

国 債 地 方 債 社 債 株 式
その他の証券

うち外国債券 うち外国株式
１ 年 以 下 ― ― 2,631 97 ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 206 37 4,174 1,587 701
３ 年 超 ５ 年 以 下 2,483 3,512 7,794 2,371 406
５ 年 超 ７ 年 以 下 1,337 2,680 7,435 1,319 1,058
７ 年 超 10 年 以 下 ― 901 1,706 5,496 832
10 年 超 891 199 2,598 13 ―
期 間 の 定 め の な い も の ― ― ― 9,226 4,722 ― ―

合 計 4,919 7,329 26,340 9,226 15,609 2,999 ―
　

（注）自己株式は「株式」から除いております。
　

商品有価証券売買高（ディーリング実績） （単位：百万円）
種 類 2017年9月期 2018年9月期

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―

合 計 ― ―

商品有価証券平均残高 （単位：百万円）
種 類 2017年9月期 2018年9月期

商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商 品 政 府 保 証 債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

合 計 ― ―
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時価情報
　

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期末 2018年9月期末

中間貸借対照表
計上額 時 価 差 額 中間貸借対照表

計上額 時 価 差 額

時価が中間貸借対照表計上
額を超えるもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 400 404 4 200 201 1
小 計 400 404 4 200 201 1

時価が中間貸借対照表計上
額を超えないもの

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 ─ ─ ─ ─ ─ ─
小 計 ─ ─ ─ ─ ─ ─
合 計 400 404 4 200 201 1

その他有価証券 （単位：百万円）

種 類
2017年9月期末 2018年9月期末

中間貸借対照表
計上額 取得原価 差 額 中間貸借対照表

計上額 取得原価 差 額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 7,750 6,242 1,508 7,048 4,701 2,347
債 券 31,674 30,669 1,005 30,687 29,845 841

国 債 4,960 4,695 264 4,919 4,695 223
地 方 債 6,892 6,661 231 6,633 6,436 197
社 債 19,821 19,312 508 19,133 18,713 420

そ の 他 8,169 7,388 780 9,726 8,732 994
小 計 47,594 44,299 3,294 47,462 43,279 4,183

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 1,454 1,564 △109 2,013 2,236 △222
債 券 4,684 4,700 △16 7,902 7,928 △25

国 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地 方 債 496 500 △3 695 700 △4
社 債 4,187 4,200 △12 7,207 7,227 △20

そ の 他 7,711 8,022 △310 5,671 5,832 △160
小 計 13,850 14,287 △436 15,588 15,996 △408
合 計 61,444 58,587 2,857 63,050 59,275 3,775

減損処理を行った有価証券
（2017年９月期）
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が
取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当
該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理（以下、「減損処
理」という。）しております。
　当中間会計期間における減損処理額は、該当ありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、中間会計期間末日の時価の下落率が簿価の30％以上であ
るものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当す
ることとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を
行い、減損処理を行っております。

（2018年９月期）
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が
取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当
該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理（以下、「減損処
理」という。）しております。
　当中間会計期間における減損処理額は、該当ありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、中間会計期間末日の時価の下落率が簿価の30％以上であ
るものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当す
ることとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可能性の判定を
行い、減損処理を行っております。
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金銭の信託関係
　

　2017年９月期末及び2018年９月期末において、該当事項はありません。

その他有価証券評価差額金
　

　中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。
（単位：百万円）

2017年9月期末 2018年9月期末
評価差額 2,857 3,775

その他有価証券 2,857 3,775
その他の金銭の信託 ─ ─

（△）繰延税金負債 892 1,168
その他有価証券評価差額金 1,964 2,606

デリバティブ取引
　
　当行は、2017年９月期末及び2018年９月期末においてデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はあり
ません。

その他の業務
　

【内国業務】
　

内国為替取扱高 （単位：百万円）

区 分
2017年9月期 2018年9月期

口数（千口） 金 額 口数（千口） 金 額

送 金 為 替
各 地 へ 向 け た 分 248 144,243 249 146,897
各 地 よ り 受 け た 分 335 162,704 327 167,225

代 金 取 立
各 地 へ 向 け た 分 1 2,078 2 2,391
各 地 よ り 受 け た 分 0 1,095 0 1,245




